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日本大学 木下 誠也

平成２８年５月２５日

建設業と製造業就業者の年収の推移

千円
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出典：民間給与実態統計調査による

年

国土交通省直轄工事における落札率の推移

％
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年度

(注) 対象は、地方整備局（港湾空港関係を除く）、官庁営繕部、国土技術政策総合研究所

出典：国土交通省資料

名目建設投資の推移

名目民間建設投資
名目政府建設投資

兆円
名目建設投資の推移
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年度

出典：国土交通省及び(財)建設経済研究所による

建設業就業者賃金上昇率

米国の建設投資
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米国の建設労働者
賃金上昇率

出典: US Census Bureau及びConstruction Labor Research Council

国土交通省直轄工事における
不調・不落の発生率の推移％
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年度
出典：国土交通省資料
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下請比率の推移％

（1955年から1974年までは暦年、1975年度以降は年度）
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出典：国土交通省建設工事施工統計

公共工事設計労務単価
全国全職種平均値の推移

円/1日8時間当たり

（平成25年度より法定福利費相当額の加算、
入札不調状況に応じた補正等を実施）
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出典：国土交通省資料

1997から2013は年度
2014から2016は各年の2月

米国における公共工事発注者による積算

構想・基礎調査（路線選定、延長、車線数、設計基準）

可能性調査（平面図縮尺：1/2,500～1/5,000）

積算精度 予備費率 ４０％

積算精度 予備費率 ２５％
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概略設計（平面図縮尺：1/500～1/2,000 ）

詳細設計（設計図、仕様書、入札書類）

積算精度 予備費率 ２５％

積算精度 予備費率 １５％

積算精度 予備費率 １０％

○元請の役割はマネジメント中心
○元請施工１０～３０％以上で直雇割合が指定される
○元下の上下関係はなく、下請の自立性は高い
○ 元下間でリスクを分担し、互いの権利や責任が明確
○元請は入札の直前までに下請から見積りを取り

それに基づいて下請を選定した上で応札
○再下請の制限はないが トや管理上の問題か

米国の公共工事における元請・下請の関係
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○再下請の制限はないが、コストや管理上の問題か
ら下請次数は少ない

○建設会社は、地域ごと職種ごとに存在するユニオ
ンと契約し、所属の作業員を使って工事を行う。

○元請はユニオン所属の作業員を自社の従業員とし
施工機械は自ら保有しようとする

○労務賃金は Davis-Bacon法、ユニオン協定等による

価格決定構造変革の考え方

最も有利な施工体制・施工計画を立案し、所定の
労務費・人件費を積み上げ、下請け業者に支払う
額を定めたうえで、元請のマネジメント力と生産
性向上を競う競争環境を実現

事前に見積りを取って下請価格を応札前に決定

適正な労務賃金支払いを保証
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ご静聴ありがとうございました
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